
      

  

次第 

 

１ 開会 

２ 鴨川市長 長谷川孝夫 挨拶 

３ 施策などの報告 

（１）鴨川市のまちづくりについて・・・・・・・・・・１～９ページ  

（２）強い鴨川づくりに向けた財政等適正化基本方針の改定等について 

・・・・・・・・・・10～14 ページ  

（３）公民館等再編方針について ・・・・・・・・・・15～34 ページ 

（４）城西国際大学観光学部の跡地活用の進ちょくについて 

・・・・・・・・・・35～38 ページ 

【資料のみ配布】        ・・・・・・・・・40～51 ページ 

【別表】事前質疑応答一覧    ・・・・・・・・・52～53 ページ 

４ 質疑・応答 

５ 閉会 

市民懇談会にお越しいただきありがとうございます。有意義な懇談会とするために、

以下の点についてご理解いただきますようお願いいたします。 

・お持ちの携帯電話などは電源を切るか、マナーモードに切り替えをお願いします。 

・懇談会の内容は、記録のため録音させていただきます。また、広報かもがわやホー

ムページへの掲載、報道関係への記者提供などのため、職員が会場を撮影させてい

ただきます。 

・質問は１人１問、５分以内とさせていただきます。時間に余裕がある場合は、すで

に質問した方の再質問を受け付けます。 

・質問できなかった方から事後質問を受け付けます。回答はホームページに掲載しま

す（個人情報は公開しません）。 

令和４年度 

市民懇談会 

鴨川市 
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(１)鴨川市のまちづくりについて             

 

１ はじめに 

 新型コロナウイルス感染症のまん延に加え、ロシアによるウクライナ侵攻

や世界的な原油価格の高騰などにより、国内では、電気・ガスや食料品等の

価格が高騰するなど、市内経済や市民皆様の生活にも大きな影響が生じてい

ます。 

 このような状況に対応し、市民の皆様の命と健康、暮らしを守るとともに、

将来の鴨川市を見据え、新型コロナウイルス感染症対策と新しい鴨川づくり

に向けた取り組みを推進します。 

 また、豊かな観光資源と農林水産資源、充実したスポーツ・福祉施設と先

進的な医療・教育環境、伝統ある文化と歴史を活かしながら、主役となる市

民皆様と一緒に働き、汗を流し、バランスのとれた政策形成と事業実施に努

め、将来都市像として掲げる「活力あふれる健やか交流のまち」の実現を目

指します。 
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２ 重要施策 

(１)新型コロナウイルス感染症対策 

 

①新型コロナワクチン接種  

 市民の皆様が安心して接種できるよ

う、国や県の情報を収集し、安房医師

会や市内医療機関との連携により、円

滑な実施に努めています。 

３月 ５歳から 11 歳までのお子さんへのワクチン接種を開始 

６月 ３回目の接種を終えた 60 歳以上の方等を対象に４回目のワクチン

接種を開始 

10 月 ３回目以降の接種をされる方を対象に、より感染力が強い変異

株・オミクロン株に対応したワクチンの接種を開始 

 

②住民生活や地域経済の支援等 

 新型コロナウイルス感染症により影響を受けた子育て世帯や住民税非課

税世帯等への給付金の支給や、厳しい経営状況が続く農林漁業者や中小企業

への支援金交付、国民健康保険税、介護保険料などの減免措置を実施してい

ます。 

 地域経済の支援としては、市内の消費喚起のため、キャッシュレス決済ポ

イント還元事業を実施するとともに、観光需要の喚起のための誘客事業など

を実施しています。 

 さらに、物価高騰の影響を受けた子育て世帯や、肥料等の価格高騰の影響

を受け、経営に支障が生じている農林業者への支援にも取り組んでいます。 

 

 

 

※国、県、市の事業者・生活支援対策等については、50・51 ページ（Ａ３

表裏）にまとめていますのでご確認ください。 
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(２)新しい鴨川づくりに向けた取り組み 

 極めて厳しい逆境の中でも、現状を分析し、課題を見出し、それを一つず

つ解決していくことにより、この苦境を脱し、希望ある将来を創造するため

の取り組みを進めます。 

 

①懸案事項の解決 

・城西国際大学観光学部の跡地活用 

 跡地の建物の用途や機能、そして市

が太海多目的公益用地開発に取り組ん

できた経緯を踏まえ、教育研究施設用

地としての活用を第一に、利用者・用

途を決定できるよう取り組んでいます。 

 早期に跡地の有効活用による地域活

性化を図ることができるよう、大学と

土地・施設の活用方策を協議していま

す。 

 

・公共施設等総合管理計画の推進 

 人口減少や少子高齢化に伴い、公共施設等に対するニーズが変化する一方、

公共施設の老朽化が進んでおり、現在の公共施設を将来にわたって適正に維

持管理・更新を行っていくことは困難となっています。 

このため、公共施設の更新・統廃合・長寿命化を計画的に行い、財政負担

を平準化するとともに、施設配置の適正化を図るため、平成 28 年度に公共

施設等総合管理計画を策定し、令和２年度に改訂を行いました。 

この計画を踏まえ、公民館については、再編・統合を含めた適正配置を検

討し、将来的には、地域ごとの集約化や、学校施設などの公共施設との複合

化を図り、より快適な環境づくりに努めながら、利用しやすい施設となるよ

う取り組みます。 

 

・統廃合により遊休化した施設の活用 

 小・中学校、幼稚園、保育園の統廃合により遊休化した施設の活用につい

ては、地域からのご要望を踏まえ、改めて施設の活用方針を検討します。 

 

・学校施設等の適正配置 

 小・中学校、認定こども園の中には、老朽化の著しい施設があります。加

えて、少子化により子どもの数は年々減少していることから、将来を見据え

た小・中学校、認定こども園の適正配置を検討します。 
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②地域活性化に向けたプロジェクトの推進 

・スポーツ施設の充実 

 令和元年の台風などで被災した陸上競技場の

屋根や老朽化した野球場のスコアボードなど、

施設の更新・修繕等の基本設計を行うとともに、

プロスポーツでの活用も見据え、新たなスポー

ツ交流施設等の整備に向けて取り組みます。 

 

・海辺の魅力づくりの推進 

 フィッシャリーナ後背地の魅力体験広場においては、賑わい創出に資する

新たな施設整備が民間事業者により行われています。 

 前原・横渚海岸周辺の魅力向上と、さらなる賑わいの創出に向け、海辺の

魅力づくりに関する「海辺のグランドデザイン」の策定に取り組みます。策

定にあたり、高校生のワークショップや観光関係団体等との意見交換会、市

民の皆様を対象としたシンポジウムを開催します。 

 

・街路灯の整備 

 旧鴨川市の区域に設置されている老朽化した観光街路灯について、整備方

法や設置箇所等の検討を進めます。 

 

・太海フラワー磯釣センターの跡地活用 

 地元の方々のご意見を伺いながら、新たな活用に向けた取り組みを進めま

す。 

 

・新たな市民会館の方向付けのための検討 

 施設整備に向けた道筋をつけるため、具体的な整備方針等の検討を行いま

す。 

 

・小湊さとうみ学校の運営 

 今年２月のオープン以来、スポーツ大会の

開催や、８月には地域の方たちが中心となっ

てサマーフェスティバルを開催するなど、地

域の方たちのコミュニティの場としてもご利

用いただいています。 

 来年４月から民間事業者による施設管理・

運営を進めていくため、指定管理者の選定等

の手続を進めます。 
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３ 主要な施策・事業 

(１)活力ある産業のまちづくり 

 

①スポーツを通じた地域の活性化 

 プロスポーツ等の利用による施設の価値向上やブラン

ド化により、アマチュアや学生団体等の合宿を通じた利用

増加を図り、経済効果の創出を目指します。また、プロス

ポーツでの活用も見据え、新たなスポーツ交流施設等の整

備に取り組むほか、一般社団法人ウェルネスポーツ鴨川と

の連携などにより、引き続きスポーツの習慣化の促進や健

康増進、競技力の向上に取り組み、交流人口と市民のスポ

ーツ人口の拡大を図ります。 

・プロスポーツのキャンプ、試合等の誘致 

・スポーツツーリズムの推進 

・ウェルネスポーツ鴨川との連携による取り組み 

 

②観光振興 

 ウィズコロナ、ポストコロナに対応した観光地づくりと新たな観光コンテ

ンツの開発に取り組みます。 

・観光誘客イベント及び海水浴場における感染症対策 

・鴨川観光プラットフォーム株式会社との連携による取り組み 

 

③商工業の振興 

 中小企業、中小店舗の経営支援、農商工連携による鴨川の知名度の向上と

ブランド化の推進、ポストコロナに向けたキャッシュレス決済の促進に取り

組みます。 

・中小企業、中小店舗の経営支援 

・キャッシュレス決済によるポイント還元 

 

④農林業の振興 

 有害鳥獣対策や新規就農者の支援、耕作放棄地の解消、土地改良による生

産基盤の強化に取り組むとともに、都市農村交流の拡大を図ります。 

 畜産業については、家畜伝染病予防の支援や、農業との連携による効率化

とコスト低減を支援します。 

 森林の保全については、林道の整備や治山対策に努めるとともに、森林環

境譲与税を活用し、適正な管理を進めます。  
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・有害鳥獣対策 

・新規就農者支援 

・耕作放棄地の解消 

・生産基盤の強化 

・都市農村交流の拡大 

・畜産業の経営効率化の支援 

・森林の保全

 

⑤水産業の振興 

 県・市営漁港の整備促進や維持管理、種苗放流の支援などによる水産資源

の保全に努めます。

・県・市営漁港の整備促進や維持管理 

・種苗放流の支援 

 

⑥道路網の整備 

 災害に強い広域ネットワークの早期形成のため、国・県に対し、地域高規

格道路や主要幹線道路の整備を働きかけるとともに、市道貝渚大里線をはじ

めとする幹線市道や生活道路の整備を計画的に進めます。 

・地域高規格道路や主要幹線道路の整備促進 

・幹線市道の整備 

・生活道路の整備 

 

⑦公共交通対策 

 利用者の減少等により、公共交通の維持が困難

になっていることから、令和３年度に策定した地

域公共交通計画に基づき、持続可能かつ有効な公

共交通網の形成に向け、コミュニティバスをはじ

めとする公共交通の再編に取り組みます。 

・公共交通の再編 

 

⑧環境衛生 

 ９月１日の「クリーンステーション鴨川」の稼働開始を機に、二酸化炭素

排出量の実質ゼロを目指すゼロカーボンシティ宣言を行いました。この宣言

に基づき、ごみの減量化や地球温暖化対策を推進するとともに、家庭用小型
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合併処理浄化槽の普及促進、生

活環境の美化・保全等に取り組

みます。 

・一般廃棄物中継施設「クリー

ンステーション鴨川」の運営 

・広域廃棄物処理事業の推進（木

更津市、君津市、富津市、袖

ケ浦市、鴨川市、南房総市及

び鋸南町の７市町によるごみ

処理広域化の推進） 

・旧天津小湊清掃センターの解体 

 

⑨水道事業 

 安房地域における水道事業の令和７年度統合に向けた取り組みを推進し

ます。また、統合までの間、健全経営の維持と財政基盤の強化に向けた取り

組みを進めます。 

・安房地域における水道事業の統合に向けた取り組みの推進 

・健全経営の維持と財政基盤の強化 

 

(２)まち・ひと・しごと創生の推進 

①移住・定住の促進 

 ＵＩＪターンによる移住就業支援事業、ふるさと

回帰支援センターでの移住相談、転入者のマイホー

ム取得を支援する住宅取得奨励金の交付などにより

移住・定住を促進します。 

・移住就業支援事業 

・住宅取得奨励金の交付 

 

②空き家対策 

 「空家等対策審議会」の意見を伺いながら、「空家等対策計画」に基づき、

空き家等の発生抑制、管理不全な空き家等への対応など、総合的かつ有効な

対策を計画的に推進します。 

・総合的かつ有効な空き家対策の推進
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③子育て支援 

 子育て世代の負担軽減や不安解消に向け

て、関係機関との連携を図りながら、相談

体制の充実や医療的ケア児の受入を行い、

安心して子どもを産み育てられる環境の整

備を図ります。 

・病児保育 

・学童保育への支援 

・保育教諭の処遇改善による人員確保 

・子ども医療費助成 

・医療的ケア児の受入 

 

④高齢者・障害者福祉 

 保健、医療、介護、福祉などをワンストップサ

ービスで提供し、住み慣れた地域でいつまでも安

心して暮らしていただけるよう支援します。 

・保健、医療、介護、福祉などのワンストップサ

ービスの提供 

 

⑤国保病院の充実 

 リハビリテーションや地域医療の充実を図るとともに、新型コロナワクチン接種の円

滑な実施等に努めます。また、経営改善の取り組みを進めながら、地域医療の拠点病院

としての役割を担います。 

・リハビリテーションと地域医療の充実 

・新型コロナワクチン接種の円滑な実施 

・経営改善の推進 

 

(３)安全・安心のまちづくり 

 局地的大雨や台風などの自然災害が頻発化、激甚化し、各地で大きな被害をもたらし

ていることを踏まえ、防災対策等を強化します。 

・情報伝達手段の充実強化（防災行政無線嶺岡中継局と天面子局の更新、安全・安心メ

ールやＬＩＮＥの活用など） 

・防災ラジオの貸出 

・自主防災組織の支援 

・地域の防災組織の強化支援 

・消防団の活性化 

・道路やトンネル、橋梁等のインフラの計画的な維持管理 
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・がけ地に近接する危険住宅移転事業の推進 

・ナラ枯れ対策 

・前原・横渚地区の浸水対策の推進 

 

(４)教育と文化の振興 

 子どもたち一人ひとりが健やかに成長し、豊かに生き

る力を身につけることができる保幼小中一貫教育の推

進や文化芸術の振興に取り組みます。 

 

①学校教育の充実 

・保幼小中の一貫教育を推進 

・学校運営協議会の設置 

・ＩＣＴ機器を活用した学習の推進 

・通学路の安全確保 

・新型コロナウイルスの感染防止対策 

・第３子以降の児童生徒の学校給食費の無償化 

 

②文化・芸術の振興 

 本市の重要な文化財や伝統芸能等の保存への取り組みや文化活動団体の活動を支援し

ます。 

・文化財や伝統芸能等の保存、文化活動の支援 

 

(５)行財政改革の推進 

 改定した「強い鴨川づくりに向けた財政等適正化基本方針」に基づく取り組みなどに

より、行財政運営の効率化を進めます。 

・「強い鴨川づくりに向けた財政等適正化基本方針」に基づく取り組みの推進（ふるさと

納税の推進、行政事業レビューの活用など） 

・定員管理の適正化 

・公共施設等の総合的な管理 

・マイナンバーカードの普及促進 

・自治体ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）の推進  
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(２)強い鴨川づくりに向けた財政等適正化基本方針の改定等について   

１ 趣旨 

 鴨川市では、近年、実質的な財政収支が赤字の状態が恒常化し、これを市の貯金（財

政調整基金など）を取り崩して補塡する状況が続いています。こうした危機的状況から

の脱却を図るため、平成 30 年度に「強い鴨川づくりに向けた財政等適正化基本方針」を

策定し、財政等適正化の取り組みを進めてきました。 

 しかし、災害や新型コロナウイルス感染症への対応、クリーンステーション鴨川の稼

働など、本市を取り巻く状況が策定当時とは大きく異なってきたことから、令和４年 10

月にこの方針を改定しました。なお、方針に基づく実施計画も、令和４年度末をもって

一旦完結させ、改めて、令和５年度から令和９年度までを期間とする第２期実施計画を

定めています。 

強い鴨川づくりに向けた財政等適正化基本方針（平成 30 年度策定。令和４年 10 月改定） 

方針の趣旨：現在の財政構造からの転換、収支の均衡と財政調整基金の確保 

取組期間：第１期実施計画（平成 30 年度～令和４年度） 

      第２期実施計画（令和５年度～令和９年度） 

 

２ 本市財政の現状 

(１)歳入・歳出決算額の推移 

 本市の歳入、歳出の決算額（普通会計）の推移は、次のとおりです。（令和２年度は、

国の新型コロナウイルス感染症緊急経済対策の実施に伴い、額が大きくなっています。

また、令和２年度及び令和３年度は、コロナ禍で事業の実施を見送ったことなどにより

歳出が抑制されたこと、普通交付税が増額されたことなどの特殊要因により、収支が黒

字となっています。） 

 実質単年度収支※は、平成 26 年度以降、赤字が多くなっています。 

〔歳入・歳出決算額の推移〕                   （単位：百万円） 

（注） 端数処理のため歳入－歳出と一致しないものがあります。 

※実質単年度収支 歳入－歳出の差し引きから、翌年度へ繰り越す財源、基金（貯金）

の積み立て（取り崩し）などを除いた、その年度の実質的な収支 

  
H24 

2012 

H25 

2013 

H26 

2014 

H27 

2015 

H28 

2016 

H29 

2017 

H30 

2018 

R1 

2019 

R2 

2020 

R3 

2021 

歳入 15,799 15,791 17,787 16,311 16,255 16,213 16,089 17,135 21,640 19,299 

歳出 14,889 15,092 17,295 15,619 15,615 15,725 15,619 16,362 20,938 18,282 

差し引き(注） 909 699 493 691 639 488 470 773 702 1,017 

実質単年

度収支※  
211 73 △830 145 △429 △466 △368 △575 252 683 
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(２)基金の推移（普通会計ベース） 

 市の貯金に当たる基金は、近年は取り崩しが続いています。令和３年度は、特殊要因

により収支が黒字となったことで財政調整基金への積み立てができたものの、令和３年

度末時点の同基金の残高は 12 億 7,300 万円となっています。 

 

 

 

 

  

2,766
3,064

2,443 2,443
2,045

1,732
1,343

714 862 
1,273 

1,297
1,305

1,313 1,321

1,322
1,322

1,322

1,323 1,221 

1,229 

400
400

400 400

400

300

200

101 0 

0 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

1,288 306 △613 8 △397 △413 △489 △727 △55 419

基金現在高の推移 （単位 百万円）

減債基金

地域振興基金

財政調整基金

年度

積立（取崩）額

※市の貯金（財政調整基金）を取り崩しながらの財政運営 

 平成 26 年度までは、合併市町村に対する地方交付税の支援措置（合併算定替）とし

て、毎年度約５億円から６億円程度の増額交付がありました。それが段階的に縮減さ

れ、令和２年度からゼロとなりました。しかし、この間に実施してきた事業の規模を、

現在の本市の歳入規模に適応させることができていません。その結果、歳出が歳入を

上回り、基金の取り崩しに頼った財政運営が続いています。  

←増減 

＊H24 は、地域振興基金を造成したことによる増 
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３ 財政収支の見通し 

 過去の決算状況と現時点での予算編成状況等をもとに、本市を取り巻く財政状況を踏

まえ、財政推計を行いました（令和９年度まで）。今回行った推計によると、本市の財政

は、歳出が歳入を上回る状況（赤字）が続くことが見込まれます。 

〔財政収支の見通し〕                  （単位：百万円） 

 
R５ 
2023 

R６ 
2024 

R７ 
2025 

R８ 
2026 

R９ 
2027 

歳入合計 16,283 17,146 15,915 15,942 15,973 

歳出合計 16,731 17,537 16,257 16,289 16,219 

歳入歳出差引額 △448 △391 △342 △347 △246 

４ 財政等適正化の目標 

 赤字構造から転換を図り、収支の均衡と財政調整基金の確保を目指します。なお、災

害等不測の事態に備えるため、財政等適正化の目標は次のとおりとします。 

 

 

 

 （令和４年度末における財政調整基金残高の見込みは、11 億 3,100 万円） 

 

５ 目標達成に向けた取り組み 

 上記４の目標達成のためには、令和９年度までに合計約 16 億 4,300 万円の一般財源負

担分の削減等をしなければなりません。特に可燃ごみについては、７市町による広域ご

み処理施設が稼働する令和９年度までの間は、民間施設に搬出し、処理することとして

いるため、この間のごみ処理費用が年間４億円以上増加することが見込まれています。 

 このため、この間の財源の一部を、地域振興基金を充てることにより賄うこととし、

その上で、財政等適正化の目標の達成を図るため、取り組みを計画的かつ着実に実施し

ていくこととします。 

○ 一般財源負担分の削減等目標額 1,642,924 千円 

○ 達成手段  

  地域振興基金充当額 725,155 千円 

  取り組みによる効果額＊  917,769 千円 

    

＊取り組みに対する副次的な効果（△65,760 千円）を含んだ数値 

 

令和９年度末において財政調整基金を 10 億円以上確保すること 

≪財政等適正化の目標≫ 

←赤字 
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〔財政等適正化に向けた取り組み〕        （単位：百万円） 

 
R５ 
2023 

R６ 
2024 

R７ 
2025 

R８ 
2026 

R９ 
2027 

歳入歳出差引額 △448 △391 △342 △347 △246 

取り組みによる効果目標額 123 167 184 198 246 

基金取崩額 325 224 158 149 0 

取組実施後の歳入歳出差引額 0 0 0 0 0 

 

第２期実施計画 ※【 】は、取り組みによる効果目標額（取組期間合計） 

①自主財源確保に向けた取り組み 

ア 広告収入の拡充 【10,650 千円】 

 広告収入の対象を拡充することにより、施設等の管理運営のための新たな財源を確保

するとともに、命名権（ネーミングライツ）を付与する企業等のノウハウを活用した市

民サービスの向上と地域経済の活性化の検討を進めます。 

イ ふるさと納税の推進 【150,000 千円】 

 ふるさと納税の周知啓発を図るとともに、寄附しやすい環境の整備を進め、寄附金の

増収による自主財源の確保に努めます。 

ウ 使用料、手数料等の見直し 【7,000 千円】 

 公の施設の使用料について、施設整備に係るコストを含めた受益者負担のあり方を検

討し、平成 31 年３月に策定（令和元年５月改定）した「使用料、手数料等の見直しに関

する基本方針」の改定及びこれに基づく見直しを実施し、受益者負担の適正化を推進し

ます。 

 

エ 事業系一般廃棄物処理手数料の改定 【144,000 千円】 

 一般廃棄物処理経費の負担適正化のため、事業系ごみ処理手数料について、適切な手

数料設定を行い、ごみの減量化につなげます。 

 

オ 未利用財産の処分 【29,400 千円】  

 未利用の土地及び建物等の売却等処分を推進します。 

②歳出削減に向けた取り組み 

カ 行政事業レビューを活用した事務事業の見直し 【114,494 千円】 

 市が行う事業の効果を検証し、毎年度自発的に見直しを行うサイクルをつくる仕組み

として、行政事業レビューを実施します。このサイクルの中で、事業費削減を目的とし

た「庁内仕分け」を実施し、前年度事業の実績を評価して次年度の予算要求、予算編成

につなげるＰＤＣＡ※サイクルを構築することにより、一般財源負担分の削減を図ります。 

⇒計 918 百万円 

 ⇒赤字構造からの転換 
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キ 民間委託等の推進 【18,000 千円】 

 令和３年度に策定した「鴨川市包括委託推進基本方針」に基づき、包括委託を推進し、

業務の効率化及び経費削減を図ります。また、これにより捻出された人的資源を、公務

員自ら対応すべき事務や政策的に重点配置すべき事務に集中させることとします。 

ク 公共施設等の総合的な管理の推進 【23,200 千円】 

 鴨川市公共施設等総合管理計画等に基づき、公共施設等の全体状況を把握し、長期的

な視点を持って、更新・統廃合・長寿命化などを計画的に行うことにより、財政負担を

軽減・平準化するとともに、公共施設等の配置の最適化を図ります。 

ケ 補助金等の見直し 【181,785 千円】 

 令和３年度に策定した「鴨川市補助金等の見直しに関するガイドライン」に基づき、

補助金等の公益性や必要性などを再評価し、定期的な見直しを通じて、補助金等の適正

かつ効果的な運用を図ります。 

 

コ 投資的経費に係る一般財源負担の削減 【300,000 千円】 

 投資的経費に係る一般財源負担を削減するため、補助金等の財源を確保するとともに、

投資的経費総額の縮減を図ります。 

③行財政運営の効率化に向けた取り組み 

サ ＢＰＲ※の手法を活用した業務改革の推進 【5,000 千円】 

 窓口業務、各課の庶務事務・財務会計事務、施設等維持管理業務、ＩＣＴ※等の活用に

よる効率化の余地のある事務等を対象に、ＢＰＲ※の手法を活用した業務改革を行うこと

により、行政サービスの質を確保しつつ、少数精鋭・低コスト自治体の実現を図ります。 

 

※ＰＤＣＡ（プラン・ドゥ・チェック・アクション）計画・実行・評価・改善 

※ＢＰＲ（ビジネス・プロセス・リエンジニアリング）抜本的な業務改革 

※ＩＣＴ（インフォメーション・アンド・コミュニケーション・テクノロジー）情報通信技

術 

 

 

 

 

 

 

  

 強い鴨川づくりに向けた財政等適正化基本方針（令和４年 10 月改定）は、市ホーム

ページから閲覧可能です。 
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（３）公民館等再編方針について                
 

鴨川市公民館等再編方針（原案） 
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【過去 5 年間の公民館目的別利用件数（件）】 

 

 
このグラフは、平成 28 年度から令和２年度までの市内 11 公民館全体の目的別利用件数

の状況を示すものです。 

コロナ禍のために利用件数が減少した令和 2 年度も含め、いずれの年度もサークル活動で

の利用などの貸館利用が 90％を超えていることが確認できます。 
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（４）城西国際大学観光学部の跡地活用の進ちょくについて      

 

 

１ 経緯 

 鴨川市では、文化・教育・情報の発信地の形成を目指し、太海多目的公益用地（現太

海望洋の丘）開発を進め、早稲田大学や城西国際大学をはじめとする教育研究施設の誘

致に取り組んできました。 

 城西国際大学の誘致にあたっては、平成 14 年から 28 年にかけて市が用地を無償譲渡

するなどし、平成 16 年４月に安房ラーニングセンター、平成 18 年４月に城西国際大学

観光学部、平成 27 年９月に安房グローバル・ヴィレッジが順次開設され、安房キャンパ

スと総称される施設群が形成されてきました。 

 しかし、大学では、令和４年度から観光学部を東金キャンパスに移転することを令和

２年７月に決定し、これに伴って安房キャンパスが閉鎖されました。 

 市では、早期に安房キャンパス跡地の有効活用による地域活性化を図るため、大学と

土地・施設の活用方策を協議しています。また、これと並行して、市が無償譲渡した土

地の返還や大学施設の取扱いなどについても協議しています。 

 

２ 大学施設等の概要 

(１)観光学部の概要 

①開設 平成 18(2006)年４月１日 

②学科 観光学科 

③定員 400 名 

④在籍者数 347 名（令和３年５月１日） 
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(２)施設の概要 

①城西国際大学 観光学部 

地上５階、地下２階、鉄筋コンクリート造 

竣工:平成 18 年３月 

②安房ラーニングセンター 

地上２階、鉄筋コンクリート造 

竣工:平成 16 年４月 

※安房グローバル・ヴィレッジは、地上３階、鉄骨造(平成 27 年９月竣工) 

③附属施設 

観光学部駐車場、フットサルコート、安房ラーニングセンター駐車場、総合グラウン

ド 

 

３ 土地の無償譲渡の経過 

年月 面積 備考 

平成 14 年５月 46,631.89 ㎡ 安房ラーニングセンター用地 

平成 17 年４月 37,011.00 ㎡ 安房キャンパス用地 

平成 18 年３月 1,832.02 ㎡ 〃 

平成 21 年３月 7,160.27 ㎡ 〃 

平成 28 年３月 54,216.50 ㎡ 〃 

計 146,851.68 ㎡  

※面積は、合筆等により変更されているものもあります。 

 

４ 跡地活用に係る基本的な考え方 

 現状の建物の用途及び機能並びに太海多目的公益用地開発の経緯を踏まえ、教育研究

施設用地としての活用を第一として、利用者及び用途を決定できるよう取り組みを進め

ます。 

 利用者については、第三者であることを最優先に学校法人城西大学と協議し、募集及

び決定を行います。 

 なお、望ましい教育研究施設の誘致が困難な場合には、教育関係に限らず、活用先を

検討します。 

 

５ 跡地活用に向けた主な取り組み 

(１)跡地等の保全 

 市と大学では、市が無償譲渡した土地を無償で市に返還することを前提に、次の事項

を主な内容とする協定を令和３年１月に締結しています。 
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①観光学部の移転に伴う諸問題の解決に向け、誠意を持って協議を行うこと 

②土地の返還が完了し、市との協議が整うまでの間は、土地・施設を無断で譲渡等しな

いこと 

 

(２)千葉県知事による現地視察及び意見交換 

 千葉県の熊谷知事が令和４年４月18日（月）に観光学部跡地を視察し、市長と意見交

換を行いました。市からは、早期に跡地の活用方策を決定できるよう、情報提供などの

支援をお願いしました。知事からは、市と情報共有を密にしながら、県としてもサポー

トしていくとの言葉をいただきました。 

 

(３)跡地の活用に係る提案の募集 

 安房キャンパス跡地の有効活用による地域活性化を図るため、跡地の活用に係る提案

を募集しました。 

 活用にあたっては、市が太海多目的公益用地開発に取り組んできた経緯を踏まえ、教

育研究施設が望ましいですが、地域の振興や活性化につながる用途であれば、大学等教

育研究施設に限らず、提案等は受け付けました。 

①募集期間 

令和４年５月18日（水）～８月１日（月） 

②受付状況 

教育関係５件、観光関係１件、福祉関係１件  計７件 

※大学が別に把握する候補事業者も４件あり 

 

(４)利活用候補事業者の選定  

 安房キャンパス跡地及び建物・施設・設備等の利活用について、その優先交渉権者の

選定を厳正かつ公正に行うため、市と大学とで利活用候補事業者選定審査委員会を設置

し、審査等を行っています。 

 審査にあたっての基本コンセプトは次のとおりです。 

①鴨川市のまちづくりの方向性と整合する事業であること 

②持続可能な形で跡地等の利活用を図ることができるものであること 

③跡地等の一部開放などにより、地域に貢献することが望ましいこと 

 

６ 今後の対応 

 選定審査委員会において優先交渉権者の選定作業を進め、その結果を踏まえ、活用先

の決定を図ります。 

 また、本市への跡地の返還に係る諸条件を継続的に協議し、早期返還に向けて取り組

みます。  
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【資料のみ配布】                         
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（２）今後のワクチン接種（令和４年 10 月 18 日時点）・・・・・・・・・・・・・・42 

 

（３）コロナかなと思う症状がある方（症状が軽く重症化リスクの低い方）・・・・・43 

 

（４）コロナかなと思う症状がある方（65 歳以上の方、重症化リスクのある方、つらい
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（７）マイナンバーカードの申請で最大 20,000 円分のマイナポイントがもらえる・・47 

 

（８）［鴨川市×PayPay］キャッシュレス決済ポイント還元キャンペーン第２弾・・・48 

 

（９）かもがわお買い物スタンプラリー「ウルトラかもらり 2022」 ・・・・・・・49 

 

（10）新型コロナウイルス感染症の影響を受けている方への各種支援 ・・・・・50～51 
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